
 

さいたま市規則第７号 

さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例（令和５年さい

たま市条例第５１号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （相談窓口の設置） 

第２条 条例第３条第３項に規定する窓口には、相談の内容に対し、適切に対応する

ことができる者を配置するものとする。 

（事業計画） 

第３条 条例第６条（条例第１１条第２項において準用する場合を含む。以下同じ。

）の規定による計画は、条例第８条第１項の許可又は条例第１１条第１項に規定す

る変更の許可の申請をする前までに、屋外保管事業場設置（変更）事前協議書（様

式第１号）（以下「事前協議書」という。）により作成し、市長に提出しなければ

ならない。 

２ 事前協議書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

 ⑴ 再生資源物の取引に係る内容を記載した書類 

 ⑵ 作業実施時間等を記載した書類 

 ⑶ 屋外保管事業場の相談窓口の設置状況について記載した書類 

 ⑷ 環境保全措置について記載した書類  

 ⑸ 事業予定者が個人である場合には、住民票の写し（本籍（外国人にあっては、

国籍等（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４５に規定する 

国籍等をいう。））の記載のあるもので、申請の日前３月以内に作成されたもの

に限る。以下同じ。） 

 ⑹ 事業予定者が法人である場合には、定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明

書 

 ⑺ 事業予定者が未成年者（条例第９条第１項第２号コに規定する未成年者をいう。 

  以下同じ。）である場合には、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法

人である場合には、定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書） 



 

⑻ 屋外保管事業場の土地の状況等を記載した書類 

 ⑼ 屋外保管事業場の所在地に係る土地の公図の写し及び登記事項証明書 

 ⑽ 事業予定者が前号に掲げる土地の所有権を有しない場合には、当該土地を使用

する権原を有することを証明する書類 

⑾ 屋外保管事業場の位置図及び付近の見取図並びに周辺の状況を記載した書類 

 ⑿ 再生資源物を運搬に用いる車両に係る運行車両台数及び運行経路を記載した書 

  類 

 ⒀ 屋外保管事業場の排水処理設備等の管理の方法を記載した書類 

 ⒁ 屋外保管に伴って生じる廃棄物の処理の方法を記載した書類 

３ 事業予定者は、事前協議書を提出したときは、設置等を行おうとする屋外保管事

業場の敷地内の公衆の見やすい場所に、条例第６条の事業計画の場所である旨の標

識を当該屋外保管事業場の設置等に着手するまでの間設置しておかなければならな

い。 

４ 前項の標識は、幅及び高さがそれぞれ６０センチメートル以上であり、かつ、次

に掲げる事項を表示したものでなければならない。 

 ⑴ 屋外保管事業場の設置等を計画している旨 

 ⑵ 第１項の事前協議書を市長に提出した年月日 

 ⑶ 事業予定者の氏名（法人その他の団体にあっては、その名称）及び連絡先 

⑷ 既に屋外保管事業場の設置の許可を受けている場合にあっては、許可の年月日

及び許可番号 

（事業実施予定地の調査） 

第４条 市長は、その職員に、設置を予定する屋外保管事業場の調査を行わせるもの

とする。 

 （事前協議に係る通知） 

第５条 市長は、前条の調査の結果及び関係法令の規定による必要な措置の内容等を

勘案し、事業予定者に対し必要な助言及び指導並びに説明会で周知すべき事項につ

いて屋外保管事業場事前協議事項確認通知書（様式第２号）により通知するものと

する。 

２ 市長は、条例第６条の規定による協議が終了したと認めるときは、屋外保管事業



 

場事前協議終了通知書（様式第３号）（以下「事前協議終了通知書」という。）を

事業予定者に交付するものとする。 

 （説明会の開催等） 

第６条 事業予定者は、条例第７条第１項の規定による説明会を、事前協議終了通知

書の交付を受けた後、遅滞なく開催しなければならない。 

２ 条例第７条第１項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

 ⑴ 事業予定者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、所在地

及び代表者の氏名） 

 ⑵ 屋外保管事業場の所在地及び敷地面積 

 ⑶ 屋外保管する再生資源物の種類 

 ⑷ 事業予定者及び屋外保管事業場の責任者の連絡先 

 ⑸ 事業計画に係る事項 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が前条第１項の屋外保管事業場事前協議事項

確認通知書で説明会で周知すべき事項として通知した事項 

３ 条例第７条第２項の規定による報告は、屋外保管事業場説明会等実施状況報告書

（様式第４号）によるものとする。 

 （事前協議書の内容の変更等） 

第７条 事業予定者は、事前協議書を提出してから事前協議終了通知書の交付を受け

た後において、当該事前協議書の内容を変更して設置しようとする場合には、条例

第６条及び第７条の規定による手続を改めて行わなければならない。ただし、その

変更が次に掲げる軽微な変更である場合であって、市長が認めるときは、この限り

でない。 

 ⑴ 事前協議書の内容を変更する場合 

 ⑵ 屋外保管事業場の所在地において、事業計画の規模を縮小する場合 

 ⑶ 生活環境の保全のために事業計画の内容を変更する場合 

 （事業計画の廃止の届出等） 

第８条 事業予定者は、事前協議書の提出後、当該事前協議書に係る事業計画を廃止

したときは、屋外保管事業場事前協議廃止届出書（様式第５号）により、その旨を

市長に届け出なければならない。 



 

２ 事業予定者が第５条第１項の規定による通知を受けてから１年以内に措置を講じ

たと認められないとき又は事前協議終了通知書の交付を受けてから１年以内に条例

第８条第１項の規定による許可若しくは条例第１１条第１項の変更の許可の申請を

しないときは、当該事業計画について前項の規定による事業計画を廃止する旨の届

出がなされたものとみなす。 

 （許可の申請） 

第９条 条例第８条第２項に規定する申請書は、屋外保管事業場設置（更新）許可申

請書（様式第６号）とし、同項第７号の規則で定める事項は、次に掲げるものとす

る。 

⑴ 申請者が法人である場合においては、その役員の氏名及び住所並びに事業予定

者に第１１条に規定する使用人があるときは、その者の氏名及び住所 

⑵ 申請者が未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所（法

定代理人が法人である場合にあっては、その名称及び住所、その代表者の氏名並

びにその役員の氏名及び住所） 

２ 条例第８条第３項第６号の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 申請者が個人である場合においては、住民票の写し 

⑵ 申請者が法人である場合にあっては、定款又は寄附行為の写し及び登記事項証

明書 

⑶ 申請者が法人である場合にあっては、その役員の住民票の写し 

⑷ 申請者に第１１条に規定する使用人がある場合においては、その者の住民票の

写し 

⑸ 申請者が未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場合においては、 

その法定代理人の住民票の写し 

⑹ 申請者が未成年者であり、かつ、その法定代理人が法人である場合においては、 

次に掲げる書類 

ア 定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

イ 役員の住民票の写し 

 ⑺ 誓約書（様式第７号） 

⑻ 緊急時の連絡体制 



 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

 （生活環境の保全を目的とする法令） 

第１０条 条例第９条第１項第２号ウの規則で定める法令は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号） 

 ⑵ 騒音規制法（昭和４３年法律第９８号） 

 ⑶ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号） 

 ⑷ 水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号） 

 ⑸ 悪臭防止法（昭和４６年法律第９１号） 

 ⑹ 振動規制法（昭和５１年法律第６４号） 

 ⑺ 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成４年法律第１０８号） 

 ⑻ ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号） 

 ⑼ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成１３

年法律第６５号） 

（使用人） 

第１１条 条例第９条第１項第２号カ、サ及びシの規則で定める使用人は、申請者の

使用人で、次に掲げるものの代表者であるものとする。 

⑴ 本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

⑵ 前号に掲げるもののほか、再生資源物に係る契約を締結する権限を有する者を

置く屋外保管事業場 

（許可等の決定） 

第１２条 市長は、条例第８条第１項の設置の許可、同条第４項の許可の更新又は条

例第１１条第１項の変更の許可（以下「許可等」という。）をしたときは屋外保管

事業場設置（変更）許可通知書（様式第８号）により、許可等をしないときは屋外

保管事業場設置（変更）不許可通知書（様式第９号）により、申請者に通知するも

のとする。 

 （屋外保管事業場の許可証） 

第１３条 市長は、許可等をしたときは、屋外保管事業場設置許可証（様式第１０号

）を交付しなければならない。 

 （使用前検査の申請） 



 

第１４条 条例第９条第３項の検査を受けようとする者（次項において「使用前検査

申請者」という。）は、屋外保管事業場使用前検査申請書（様式第１１号）を市長

に提出しなければならない。 

２ 市長は、条例第９条第３項の検査の結果、屋外保管事業場の設置に関する計画に

適合していると認めるときは、屋外保管事業場計画適合通知書（様式第１２号）に

より使用前検査申請者に通知するものとする。 

（屋外保管事業場の立地基準） 

第１５条 条例第１０条第１項第２号の規則で定める方法は、屋外保管事業場の敷地

と、公道が４メートル以上接するものとする。 

（変更の許可等） 

第１６条 条例第１１条第１項の変更の許可を受けようとする者は、屋外保管事業場

変更許可申請書（様式１３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

⑴ 屋外保管事業場の位置図及び付近の見取図 

⑵ 変更前及び変更後の屋外保管事業場に係る平面図、立面図、断面図、構造図及

び構造計算書 

⑶ 屋外保管事業場内の配置図 

⑷ 再生資源物の搬入及び搬出の方法を記載した書類並びに経路に関する図面 

⑸ 申請に係る屋外保管事業場の用に供する土地を使用する権原を有していること

を証する書類 

⑹ 第９条第２項第１号から第９号までの書類 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

（許可を要しない軽微な変更） 

第１７条 条例第１１条第３項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げる事項に係る

変更とし、当該変更をした日から１０日（法人で次項第１号及び第３号の規定によ

り登記事項証明書を添付する場合にあっては、３０日）以内に屋外保管事業場変更

届出書（様式第１４号）により届け出るものとする。 

⑴ 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、所在地及び代表者の

氏名） 



 

 ⑵ 屋外保管事業場の所在地（地域の名称の変更又は地番の変更に伴う変更に限る。 

  ） 

⑶ 法人である場合においては、その役員及び第１１条に規定する使用人 

⑷ 未成年者である場合においては、その法定代理人 

⑸ 屋外保管事業場の構造であって、市民生活の安全及び生活環境に悪影響を及ぼ

すおそれがない変更として市長が別に定めるもの 

２ 前項に規定する届出には、次に掲げる書類及び図面を添付するものとする。 

 ⑴ 前項第１号及び第２号に掲げる事項の変更の場合には、個人にあっては住民票

の写し及び誓約書、法人にあっては定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

 ⑵ 前項第３号に掲げる事項の変更の場合には、同号に掲げる者（当該変更に係る

者に限る。）の住民票の写し及び誓約書 

 ⑶ 前項第４号に掲げる事項の変更の場合には、同号に掲げる者（当該変更に係る

者に限る。）が個人にあっては住民票の写し及び誓約書、法人にあっては定款又

は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

⑷ 前項第５号に掲げる事項の変更の場合には、屋外保管事業場の平面図、立面図、 

断面図、構造図及び配置図 

 （廃止の届出） 

第１８条 条例第１１条第４項に規定する廃止の届出は、屋外保管事業場廃止届出書

（様式第１５号）によるものとする。 

２ 前項の届出は、屋外保管を廃止した日から１０日以内に届け出なければならない。 

（廃止の基準） 

第１９条 条例第１４条第３項の規則で定める基準は、次に掲げるものとする。 

⑴ 再生資源物及び屋外保管に伴って生じる廃棄物が保管されていないこと。 

⑵ 施設の構造物が市民生活の安全及び生活環境に悪影響を及ぼすおそれがないも

のであること。 

（屋外保管事業場に係る掲示板） 

第２０条 条例第１５条第１項第１号イの規定による掲示板は、幅及び長さがそれぞ

れ６０センチメートル以上のものとしなければならない。 

２ 前項の掲示板には、次に掲げる事項を表示しなければならない。 



 

⑴ 屋外保管事業場である旨 

⑵ 許可の年月日及び許可番号 

⑶ 許可の期間 

⑷ 屋外保管事業者の氏名又は名称 

⑸ 屋外保管事業場の管理者の氏名及び連絡先 

⑹ 相談窓口に係る名称及び連絡先 

⑺ 保管する再生資源物の種類 

３ 条例第１５条第１項第１号ウの掲示板は、幅及び長さがそれぞれ６０センチメー

トル以上のものとしなければならない。 

４ 前項の掲示板には、次に掲げる事項を表示しなければならない。 

⑴ 屋外保管の場所である旨 

⑵ 保管する再生資源物の種類 

⑶ 屋外保管事業場の管理者の氏名又は名称及び連絡先 

⑷ 容器を用いずに保管する場合にあっては、次条に規定する高さのうち最高のも    

 の 

（屋外保管の高さ） 

第２１条 条例第１５条第１項第２号イの規則で定める高さは、次の各号に掲げる場

合に応じ、当該各号に定める高さとする。 

⑴ 屋外保管の場所の囲いに保管する再生資源物の荷重が直接かかる構造である部

分（以下この条において「直接負荷部分」という。）がない場合 当該屋外保管

の場所の任意の点ごとに、地盤面から、当該点を通る鉛直線と当該屋外保管の場

所の囲いの下端（当該下端が地盤面に接していない場合にあっては、当該下端を

鉛直方向に延長した面と地盤面との交線）を通り水平面に対し上方に５０パーセ

ントの勾配を有する面との交点（当該交点が２以上ある場合にあっては、最も地

盤面に近いもの）までの高さ又は５メートルのうちいずれか低いもの 

⑵ 屋外保管の場所の囲いに直接負荷部分がある場合 次のア及びイに掲げる部分

に応じ、当該ア及びイに定める高さ 

ア 直接負荷部分の上端から下方に垂直距離５０センチメートルの線（直接負荷 

部分に係る囲いの高さが５０センチメートルに満たない場合にあっては、その 



 

下端）（以下この条において「基準線」という。）から当該保管の場所の側に 

 水平距離２メートル以内の部分 当該２メートル以内の部分の任意の点ごとに、 

次の(ｱ)に規定する高さ（当該保管の場所の囲いに直接負荷部分でない部分があ 

る場合にあっては、(ｱ)又は(ｲ)に規定する高さのうちいずれか低いもの）又は５ 

メートルのうちいずれか低いもの 

   (ｱ) 地盤面から、当該点を通る鉛直線と当該鉛直線への水平距離が最も小さい 

基準線を通る水平面との交点までの高さ 

   (ｲ) 前号に規定する高さ 

  イ 基準線から当該保管の場所の側に水平距離２メートルを超える部分 当該２

メートルを超える部分内の任意の点ごとに、次の(ｱ)に規定する高さ（当該保管

の場所の囲いに直接負荷部分でない部分がある場合にあっては、(ｱ)又は(ｲ)に規

定する高さのうちいずれか低いもの）又は５メートルのうちいずれか低いもの

(ｱ) 当該点から、当該点を通る鉛直線と、基準線から当該保管の場所の側に水 

    平距離２メートルの線を通り水平面に対し上方に５０パーセントの勾配を有

する面との交点（当該交点が２以上ある場合にあっては、最も地盤面に近い 

もの）までの高さ 

   (ｲ) 前号に規定する高さ 

２ 条例第１０条第２項第２号に規定する緑地帯を設置しない場合においては、前項

第２号に規定する保管の高さは、同号中「５０センチメートル」とあるのは「１メ

ートル」と、「２メートル」とあるのは「４メートル」と読み替えるものとする。 

（屋外保管に係る飛散防止等のための措置） 

第２２条 条例第１５条第１項第２号エの規則で定める措置は、再生資源物の性状に

応じ、屋外保管の場所から再生資源物又は当該屋外保管に伴って生じた汚水が飛散

し、流出し、及び地下に浸透し、並びに悪臭が飛散しないように必要な措置を講じ

ることとする。 

（屋外保管事業場における火災の発生若しくは延焼又は当該屋外保管事業場の外部

への延焼を防止するための措置） 

第２３条 条例第１５条第１項第３号の規則で定める措置は、次のとおりとする。 

⑴ 再生資源物が再生資源物以外の物と混合するおそれのないように区分して保管



 

すること。 

⑵ 再生資源物に電池、潤滑油その他の火災の発生のおそれがあるものが含まれる

場合にあっては、技術的に可能な範囲でこれらを適正に回収し、処理すること。 

⑶ 再生資源物の一の保管の単位の面積を２００平方メートル以下とすること。 

⑷ 隣接する再生資源物の保管の単位の間隔は、２メートル以上とすること（当該 

 保管の単位の間に火災の延焼を防ぐに足りる仕切りが設けられている場合を除く。 

）。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める措置 

 （騒音及び振動の規制基準） 

第２４条 条例第１５条第１項第４号の規則で定める措置は、屋外保管事業場の敷地

の境界線において、別表第１及び別表第２の区域の区分及び時間の区分に応じた基

準を超えないものとする。 

 （帳簿の作成等） 

第２５条 条例第１６条第１項の規定による帳簿の作成は、毎月、屋外保管許可事業

者が前月中における同項各号に規定する事項について、毎月末までに記載するもの

とする。 

２ 条例第１６条第１項第３号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

 ⑴ 屋外保管事業場からの流出の防止のために回収した廃油又は廃液の品目及び数

量 

 ⑵ 火災の発生のおそれがあるものとして回収したものの品目及び数量 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（立入検査の身分証明書） 

第２６条 条例第１８条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（様式第

１６号）とする。 

 （市長に提出する書類の部数） 

第２７条 条例及びこの規則に基づき市長に提出する書類の部数は、書面の場合は正

副２部とする。 

（その他） 

第２８条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 



 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年２月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 条例附則第５項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、所在地及び代表者の

氏名） 

⑵ 既存屋外保管事業場の所在地及び敷地面積 

⑶ 既存屋外保管事業場において保管する再生資源物の種類及び数量 

⑷ 法人である場合においては、その役員の氏名及び住所並びに第１１条に規定す

る使用人があるときは、その者の氏名及び住所 

⑸ 未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所（法定代理人

が法人である場合にあっては、その名称及び住所、その代表者の氏名並びにその

役員の氏名及び住所） 

⑹ 既存屋外保管事業場の構造 

⑺ 再生資源物の保管の方法 

⑻ 火災予防上の措置 

３ 条例附則第５項に規定する届出は、市長が別に定める書類により行う。 

４ 前項の書類には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

 ⑴ 既存屋外保管事業場の位置図及び付近の見取図並びに周辺の状況を記載した書 

  類 

⑵ 既存屋外保管事業場の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及

び設計計算書 

⑶ 既存屋外保管事業場内の配置図 

⑷ 再生資源物の搬入及び搬出の方法を記載した書類並びに当該搬入及び搬出に係

る経路の図面 

⑸ 従前の事業者が既存屋外保管事業場の用に供する土地を使用する権原を有して

いることを証する書類 

⑹ 従前の事業者が個人である場合においては、住民票の写し 



 

⑺ 従前の事業者が法人である場合にあっては、定款又は寄附行為の写し及び登記

事項証明書 

⑻ 従前の事業者が法人である場合にあっては、その役員の住民票の写し 

⑼ 従前の事業者に使用人がある場合においては、当該使用人の住民票の写し 

⑽ 従前の事業者が未成年者であり、かつ、当該未成年者の法定代理人が個人であ

る場合においては、当該法定代理人の住民票の写し 

⑾ 従前の事業者が未成年者であり、かつ、当該未成年者の法定代理人が法人であ

る場合においては、次に掲げる書類 

ア 定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書 

イ 役員の住民票の写し 

 ⑿ 緊急時の連絡体制が記載された書類 

⒀ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

５ 条例附則第７項の規則で定める事項は、第６条第２項各号に規定する事項とする。 

  



 

別表第１（第２４条関係） 

 騒音に係る規制基準 

時間の区分 

 

 

 

区域の区分 

昼間（午前８時

から午後７時ま

で） 

朝（午前６時か

ら午前８時まで

）及び夕（午後

７時から午後１

０時まで） 

夜間（午後１０時から

翌日の午前６時まで） 

第一種区域 ５０デシベル ４５デシベル ４５デシベル 

第二種区域 ５５デシベル ５０デシベル ４５デシベル 

第三種区域 ６５デシベル ６０デシベル ５０デシベル 

第四種区域 ７０デシベル ６５デシベル ６０デシベル 

備考 

１ 区域の区分は、次のとおりとする。 

⑴ 第一種区域 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に

掲げる第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専

用地域、第二種中高層住居専用地域又は田園住居地域の指定がされている区域 

⑵ 第二種区域 次に掲げる区域をいう。 

ア 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる第一種住居地域、第二種住居地域又

は準住居地域の指定がされている区域 

イ 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる用途地域の指定がされていない区域 

⑶ 第三種区域 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる近隣商業地域、商業地域

又は準工業地域の指定がされている区域 

⑷ 第四種区域 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる工業地域又は工業専用地

域の指定がされている区域 

２ この表に掲げる数値に係る測定方法等は、特定工場等において発生する騒音の規

制に関する基準（昭和４３年厚生省・農林省・通商産業省・運輸省告示第１号）第

１条の表の備考２から備考４までに定めるところによるものとする。 

３ 第二種区域、第三種区域及び第四種区域のうち、次に掲げる施設の敷地の周囲お

おむね５０メートルの区域内における規制基準は、それぞれの区域について定める

当該値から５デシベル減じた値とする。 

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（別表第２にお 



 

いて「学校」という。） 

⑵ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する保育所（別

表第２において「保育所」という。） 

⑶ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院（別表

第２において「病院」という。）及び同条第２項に規定する診療所（別表第２に

おいて「診療所」という。）のうち患者を入院させるための施設を有するもの 

⑷ 図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図書館（別表

第２において「図書館」という。） 

⑸ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定する特別養護老人

ホーム（別表第２において「特別養護老人ホーム」という。） 

⑹ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園（別表

第２において「幼保連携型認定こども園」という。） 

４ 第１項第２号イに規定する区域内における都市計画法第２９条第１項第５号、第

３４条第６号又は第３４条の２第１項に規定する開発行為（工業の用に供する目的

で行うものに限る。）に起因して、当該区域について第二種区域に係る規制基準を

適用することが適当でないと認められるに至ったときは、当該区域について適用す

べき規制基準は、別に定めるものとする。 

  



 

別表第２（第２４条関係） 

 振動に係る規制基準 

時間の区分 

 

区域の区分 

昼間（午前８時から午後７時

まで） 

夜間（午後７時から翌日の午前

８時まで） 

第一種区域 ６０デシベル ５５デシベル 

第二種区域 ６５デシベル ６０デシベル 

備考 

１ 区域の区分は、次のとおりとする。 

⑴ 第一種区域 次に掲げる区域をいう。 

ア 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる第一種低層住居専用地域、第二種低

層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域又は田園住居地域の指定がされて

いる区域 

イ 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる用途地域の指定がされていない区域 

⑵ 第二種区域 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる近隣商業地域、商業地域、 

準工業地域又は工業地域の指定がされている区域 

２ この表に掲げる数値に係る測定方法等は、特定工場等において発生する振動の規

制に関する基準（昭和５１年環境庁告示第９０号）第１条の表の備考３から備考６

までに定めるところによるものとする。 

３ 学校、保育所、病院及び診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、 

図書館、特別養護老人ホーム並びに幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おおむね

５０メートルの区域内における規制基準は、それぞれの区域について定める当該値

から５デシベル減じた値とする。 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号（第３条関係） 

 

屋外保管事業場設置（変更）事前協議書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

協議者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第６条の規定により、次のとおり事前協議書を提出

します。 

屋外保管事業

場の設置場所

の所在地及び

敷地面積 

所在地 
 

電話番号 

敷地面積          ㎡ 

屋外保管事業

場の設置（変

更）に関する

計画に係る事

項 

許可年月日※ 年  月  日 

許可番号※ 第      号 

保管する再生資源

物の種類 
 

事業場の構造 

種類ごとの保管区域の面積 

         ㎡ 

処理施設の種類 

（設置する場合に限る） 

再生資源物の保管

の方法 
 

再生資源物の保管

の最大の高さ 
         ｍ 

火災予防上の措置  

備考 

 １ 屋外保管事業場に関する変更の場合にあっては、※欄及び変更の前後がわかるように記載すること。 

 ２ 事前協議書及び添付書類の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４と

すること。 

 

  



 

様式第２号（第５条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

  様 

 

 

                        さいたま市長        印 

 

 
屋外保管事業場事前協議事項確認通知書 

 

 さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第６条に基づく屋外保管事業場設置（変更）事前協

議に係る協議の結果について、次のとおり通知します。 

事前協議書の収受年月日及び文書番号 年  月  日    第    号 

屋外保管事業場の設置等の場所  

 

協議の結果 

 

 

 

 

 



 

様式第３号（第５条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

  様 

 

 

                        さいたま市長        印 

 

 
屋外保管事業場事前協議終了通知書 

 

 屋外保管事業場の設置等に関する計画について、さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第

６条の規定による協議が終了しましたので、次のとおり通知します。 

事前協議書の収受年月日及び文書番号 年  月  日    第    号 

屋外保管事業場の設置等の場所  

 

 

  



 

様式第４号（第６条関係） 

 

屋外保管事業場説明会等実施状況報告書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

報告者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 事前協議書等の内容について周知を図るための説明会を開催したので、さいたま市再生資源物の屋

外保管に関する条例第７条第２項の規定により、次のとおり報告します。 

事前協議書の収受年月日及び文書番号 年  月  日    第    号 

屋外保管事業場の設置等の場所  

開催日時  

開催場所  

開催の周知範囲  

参加者数  

説明会の状況（議事録等）  

備考 

 １ 説明会で配付し、又は使用した資料等を添付すること。 

 ２ 報告書及び添付書類の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とする

こと。 

 



 

様式第５号（第８条関係） 

 

屋外保管事業場事前協議廃止届出書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

届出者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第６条に基づく協議を終えた事前協議書に係る事業

計画を廃止したので、次のとおり届け出ます。 

事前協議書の収受年月日及び文書番号 年  月  日    第    号 

屋外保管事業場の設置等の場所  

保管する再生資源物の種類  

処理施設の種類 

（設置する場合に限る） 
 

廃止年月日  

廃止の理由  

備考 

 １ 届出書の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

  



 

様式第６号（第９条関係）     （第１面） 

 

屋外保管事業場設置（更新）許可申請書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

申請者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第８条第２項の規定により、次のとおり申請します。 

屋外保管事業

場の設置場所

の所在地及び

敷地面積 

所在地 
 

電話番号 

敷地面積          ㎡ 

屋外保管事業

場の設置に関

する計画に係

る事項 

許可年月日※ 年  月  日 

許可番号※ 第      号 

保管する再生資源

物の種類 
 

事業場の構造 

種類ごとの保管区域の面積 

         ㎡ 

処理施設の種類 

（設置する場合に限る） 

再生資源物の保管

の方法 
 

火災予防上の措置  

 

  



 

（第２面） 

法定代理人（申請者が条例第９条第１項第２号コに規定する未成年者である場合） 

 （個人である場合） 

（ふりがな） 

氏   名 
生 年 月 日 

本        籍 

住        所 

   

 

（法人である場合） 

（ふ り が な） 

名      称 
住        所 

  

 役員（法定代理人が法人である場合） 

（ふりがな） 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

   

  

   

  

役員（申請者が法人である場合） 

 （ふりがな） 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

   

  

   

  

   

  

   

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（第３面） 

条例第９条第１項第２号カ、サ及びシに規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 
 （ふりがな） 

氏   名 
生  年 月  日 本        籍 
役職名・呼称 住        所 

   

  

   

  

   

  

   

  

備考 
１ 屋外保管事業場に関する更新の場合にあっては、※欄について記載すること。 
２ 「法定代理人」の欄から「条例第９条第１項第２号カ、サ及びシに規定する使用人」までの

各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式
の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

３ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者を
いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社
員、取締役又はこれらに準じる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。 

 ４ 申請書及び添付書類の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４と
すること。 

  

  



 

様式第７号（第９条、第１６条、第１７条関係） 

 

 

誓約書 

 

 

申請（届出）者は、さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第９条第１項第２号アからスま

でのいずれかに該当しない者であることを誓約します。 

 

 

 

 

年  月  日   

 

（宛先）さいたま市長 

 

申請（届出）者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

 

 

 

 

 

備考 

 １ 誓約書の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

  



 

様式第８号（第１２条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

  様 

 

 

                        さいたま市長        印 

 

 
屋外保管事業場設置（変更）許可通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった屋外保管事業場の設置（変更）については、さいたま

市再生資源物の屋外保管に関する条例第９条第１項（第１１条第２項で準用する場合を含む。）の規

定により、申請のとおり許可します。 

 

１ 屋外保管事業場の所在地 

 

 

２ 許可の有効期限 

      年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 １ 審査請求について 

この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさ

いたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌

日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ 取消訴訟について 

 この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市

を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、６箇月以内であって

も、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、処分の取

消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起

することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消

しの訴えを提起することができなくなります。 

  



 

様式第９号（第１２条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

  様 

 

 

                        さいたま市長        印 

 

 
屋外保管事業場設置（変更）不許可通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった屋外保管事業場の設置（変更）については、さいたま

市再生資源物の屋外保管に関する条例第９条第１項（第１１条第２項で準用する場合を含む。）の規

定により、次の理由のとおり許可しません。 

 

１ 屋外保管事業場の所在地 

 

 

２ 不許可の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 １ 審査請求について 

この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内にさ

いたま市長に対して審査請求をすることができます。なお、３箇月以内であっても、処分があった日の翌

日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

 ２ 取消訴訟について 

 この処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内にさいたま市

を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、６箇月以内であって

も、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、処分の取

消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に提起

することができます。なお、６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると取消

しの訴えを提起することができなくなります。 

  



 

様式第１０号（第１３条関係） 

 

許可番号 第     号 

 

屋 外 保 管 事 業 場 設 置 許 可 証 
 

  住 所 

  氏 名 

 

  （法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

 

 

  さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例         の許可を受けた者であること 

を証する。 

 

 

                           さいたま市長        印 

 

 

許 可 の 年 月 日       年  月  日 

許可の有効年月日       年  月  日 

 

 

 １．事業の用に供するすべての施設 

  ⑴ 保管を行う場所の所在地及び面積 

 

  ⑵ 保管施設の概要 

再生資源物の種類 保管面積 保管高さ等 

   

   

 

 ２．許可の条件 

 

 

 ３．許可の更新又は変更の状況 

 
 
 
 

  

許可（届出）年月日 内     容 

年  月  日  

年  月  日  

第 ８ 条 第 １ 項 

第１１条第１項 



 

様式第１１号（第１４条関係） 

 

屋外保管事業場使用前検査申請書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

申請者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 屋外保管事業場の使用前検査を受けたいので、さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第９

条第３項の規定により、次のとおり申請します。 

屋外保管事業場の設置等の場所  

許可の年月日      年  月  日 

許可番号  第      号 

工事完了年月日      年  月  日 

使用開始予定年月日      年  月  日 

備考 

 １ 屋外保管事業場の構造を明らかにする図面等を適宜添付すること。 

 ２ 申請書及び添付書類の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とする

こと。 

  



 

様式第１２号（第１４条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

  様 

 

 

                        さいたま市長        印 

 

 
屋外保管事業場計画適合通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった屋外保管事業場の使用前検査については、屋外保管事

業場の設置に関する計画に適合していたので、次のとおり通知します。 

許可年月日 年  月  日 

許可番号 第    号 

屋外保管事業場の設置等の場所  

検査年月日 年  月  日 

 

 

  



 

様式第１３号（第１６条関係） 

 

屋外保管事業場変更許可申請書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

申請者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第１１条第１項の規定により、次のとおり申請しま

す。 

屋外保管事業

場の設置場所

の所在地及び

敷地面積 

所在地 
 

電話番号 

敷地面積          ㎡ 

屋外保管事業

場の設置に関

する計画に係

る事項 

許可年月日 年  月  日 

許可番号 第      号 

保管する再生資源

物の種類 
 

事業場の構造 

種類ごとの保管区域の面積 

         ㎡ 

処理施設の種類 

（設置する場合に限る） 

変更の理由及び内容  

 

  



 

（第２面） 

法定代理人（申請者が条例第９条第１項第２号コに規定する未成年者である場合） 

 （個人である場合） 

（ふりがな） 

氏   名 
生 年 月 日 

本        籍 

住        所 

   

 

（法人である場合） 

（ふ り が な） 

名      称 
住        所 

  

 役員（法定代理人が法人である場合） 

（ふりがな） 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

   

  

   

  

役員（申請者が法人である場合） 

 （ふりがな） 

氏   名 

生 年 月 日 本        籍 

役職名・呼称 住        所 

   

  

   

  

   

  

   

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（第３面） 

条例第９条第１項第２号カ、サ及びシに規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合） 
 （ふりがな） 

氏   名 
生  年 月  日 本        籍 
役職名・呼称 住        所 

   

  

   

  

   

  

   

  

備考 
１ 「法定代理人」の欄から「条例第９条第１項第２号カ、サ及びシに規定する使用人」までの
各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式
の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

２ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者を
いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社
員、取締役又はこれらに準じる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。 

 ３ 申請書及び添付書類の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４と
すること。 

 

  



 

様式第１４号（第１７条関係） 

 

屋外保管事業場変更届出書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

届出者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 屋外保管事業場に係る事項について軽微な変更をしたので、さいたま市再生資源物の屋外保管に関

する条例第１１条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。 

屋外保管事業

場の設置場所

の所在地及び

敷地面積 

所在地 
 

電話番号 

敷地面積          ㎡ 

屋外保管事業

場の設置に関

する計画に係

る事項 

許可年月日 年  月  日 

許可番号 第      号 

保管する再生資源

物の種類 
 

事業場の構造 

種類ごとの保管区域の面積 

         ㎡ 

処理施設の種類 

（設置する場合に限る） 

再生資源物の保管

の最大の高さ 
         ｍ 

変更の理由及び内容  

備考 

 １ 変更の内容については、変更の前後がわかるように記載すること。 

 ２ 届出書及び添付書類の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とする

こと。 

  



 

様式第１５号（第１８条関係） 

 

屋外保管事業場廃止届出書 

 

年  月  日   

（宛先）さいたま市長 

届出者 住  所                  

 

                     氏  名                  

 

（法人にあっては、名称、所在地及び代表者の氏名） 

電話番号                  

 

 屋外保管事業場の全部を廃止したので、さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第１１条第

４項の規定により、次のとおり届け出ます。 

屋外保管事業

場の設置場所

の所在地及び

敷地面積 

所在地 
 

電話番号 

敷地面積          ㎡ 

屋外保管事業

場の設置に関

する計画に係

る事項 

許可年月日 年  月  日 

許可番号 第      号 

保管する再生資源

物の種類 
 

事業場の構造 

種類ごとの保管区域の面積 

         ㎡ 

処理施設の種類 

（設置する場合に限る） 

再生資源物の保管

の最大の高さ 
         ｍ 

廃止の理由  

廃止の年月日 年  月  日 

備考 

 １ 届出書及び添付書類の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とする

こと。 

  



 

様式第１６号（第２６条関係） 

                  （表） 

                         第     号  
身分証明書 

                    所 属 
                    職 名 
                    氏 名 
 上記の者は、さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例第１８条第

１項の規定により、立入検査等を行う者であることを証明する。 
      年  月  日発行 
    （３年間有効） 
                   さいたま市長      □印   
 

 

  
 
                  （裏）                  

 
さいたま市再生資源物の屋外保管に関する条例（抜粋） 

 （立入検査） 
第１８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、屋外保管事業者の事業

場、事務所その他の施設に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は関係人に質問さ

せることができる。 
２ 前項の規定により立入検査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人

に提示しなければならない。 
３ 第１項の規定による立入検査又は質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 
 
 
 
 
 

 

  
 
 

写真 

６㎝ 

８㎝ 


